
令和４年度 第１回横浜地域地域医療構想調整会議 議事次第 

日時：令和４年８月９日（火） 

19 時 00分～20時 30分 

会場：横浜市医師会会議室 

（ウェブとの併用：ハイブリッド方式）

１ 開会

２ 協議 

(1) 令和４年度保健医療計画推進会議及び地域医療構想調整会議の運営について【資料１】

(2) 医療機能等の転換について【資料２】

(3) 病床整備について

ア 令和４年度病床整備事前協議について【資料３】

イ 令和４年度横浜市の病床整備の考え方について【資料４－１、４－２】

３ 報告 

(1) 令和３年度第３回地域医療構想調整会議結果概要について【資料５】

(2) 地域医療介護総合確保基金（医療分）について【資料６】

(3) 令和３年度病床機能報告結果（速報値）について【資料７】

(4) 外来機能報告制度について【資料８】

(5) 地域医療構想をめぐる国の検討状況等について【資料９】

４ その他 

５ 閉会 

【参考資料】 

参考資料１ 地域医療介護総合確保基金（医療分）の標準事業例 

参考資料２ 神奈川県計画に位置付けた事業一覧（平成26～令和２年度） 

参考資料３ 令和３年度病床機能報告結果（速報値） 

参考資料４ 外来機能報告等に関するガイドライン 

参考資料５ 横浜地域地域医療構想調整会議設置要綱 

参考資料６ 地域医療関係データ集 
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山口
やまぐち
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あき

 横浜市病院協会 副会長 

三角
みすみ

 隆彦
たかひこ

 横浜市病院協会 常任理事 

田中
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 正行
まさゆき

 全国健康保険協会 神奈川支部 企画総務部長 

奈良崎
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 修二
しゅうじ

 健康保険組合連合会 神奈川連合会 会長 

修理
しゅうり

 淳
じゅん

横浜市医療局長 

平原
ひらはら

 史樹
ふみき

 横浜市病院経営本部長（病院事業管理者） 

田畑
たばた

 和夫
かずお

 横浜市健康福祉局担当理事（保健所長） 

佐藤
さとう

 泰
たい

輔
すけ

 横浜市健康福祉局高齢健康福祉部長 

寺内
てらうち

 康夫
やすお

 横浜市立大学 学術院医学群長兼医学部長 

伏見
ふしみ

 清
きよ

秀
ひで

 東京医科歯科大学 教授 

鈴木
すずき

 宏
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昌
まさ

 独立行政法人国立病院機構横浜医療センター 病院長 

髙
たか

岡
おか

 香
かおり

弁護士 

小松
こまつ

 幹
かん

一郎
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 神奈川県医師会 理事 

高井
たかい

 昌彦
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 神奈川県医師会 理事 

窪倉
くぼくら

 孝道
たかみち

 神奈川県病院協会 副会長 

（掲載順は、地域医療構想策定ガイドラインにおける団体掲載順に準じて作成） 
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　　　　…増加する機能

　　不足する病床機能への転換 　　　　…減少する機能

一
般

療
養

精
神

結
核

感
染
症

計
高度
急性
期

急性
期

回復
期

慢性
期

計
高度
急性
期

急性
期

回復
期

慢性
期

計

高田中央病院 港北区 北東部
医療法人
すこやか

60 0 0 0 60 0 36 24 0 60 0 24 36 0 60 転換

・急性期病床（12床）を回復期病床
（地域包括ケア病床）へ転換
【理由】地域で不足する回復期機能
の提供

医療機能等の転換について

医療機関名 所在区
エリア
(7方面
別)

開設者

許可病床数 ①病床機能（変更前） ②病床機能（変更後） 今後の
機能転
換等の
有無

転換計画の概要・スケジュール等

資料２
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令和４年度 横浜市の病床整備の考え方について（案） 

 

１ 横浜市の二次保健医療圏別病床整備状況（令和４年度） 

 

  神奈川県の調査による市内二次保健医療圏の基準病床数と既存病床数 

                                  令和４年４月１日現在 

二次保健医療圏 
基準病床数 

Ａ※１ 

既存病床数 

Ｂ※２ 

差し引き 

Ｂ－Ａ 

横浜 23,993 23,620 △373 

 

 ※１ 国勢調査の実施により年齢別人口統計調査結果の確定が例年より遅いこと及び令和２年度病床

機能報告による病床利用率がコロナ禍の影響を受けているか見極める必要があることを考慮して、

令和４年度の基準病床数は見直さないことを令和３年度第２回保健医療計画推進会議で決定。 

 ※２ 既存病床数には過年度に配分した病床（整備中も含む）が含まれています。 

 
２ 令和４年度病床整備事前協議についての横浜市の考え方（案） 

（１）配分方法 

   基準病床数の範囲内で、公募により配分します。 

 

（２）対象医療機関等 

  ア 回復期・慢性期機能を担う病床（表１）を整備する医療機関 

  イ 新興感染症等の感染拡大時に陽性患者の受入医療機関となることを前提として、ゾーニング等

の観点から活用しやすい病床を新たに整備する場合は、病床機能に関わらず特例的に配分を検討

します。 

  ウ 横浜市内の既存の医療機関の増床を優先とします。 

 

 表１ 回復期または慢性期機能を担う病床として算定する入院料 

回復期 

機能 

回復期リハビリテーション病棟入院料 

地域包括ケア病棟入院料 又は 地域包括ケア入院医療管理料 

慢性期 

機能 

療養病棟入院基本料 

有床診療所療養病床入院基本料 

障害者施設等入院基本料 

特殊疾患病棟入院料 又は 特殊疾患入院医療管理料 

緩和ケア病棟入院料 

 

 

資料４－１ 
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（３）配分に当たっての考え方 

  ア 病床の配分は、以下の視点で総合的に評価して行います。 

  （ア）地域の医療需要との整合性 

  （イ）地域医療連携等に係る調整状況とこれまでの実績 

  （ウ）運営計画（人材確保計画、資金計画）の実現性 

  （エ）整備計画（土地確保、建築計画）の確実性 

 

  イ 配分後の病床機能の維持について、以下の点を要件とします。 

  （ア）原則として、開設等許可後 10 年間は、配分を受けたときの機能と病床数を維持すること。 

  （イ）10 年を経過した後も、病床機能や病床数を変更する場合は、事前に地域医療構想調整会議に

諮ること。 
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（２）令和４年度病床整備事前協議の実施に向けた検討について【資料２】

（伏見会長） 

 よろしいでしょうか。続きまして、議題２（２）令和４年度病床整備事前協議の実施に

向けた検討について、事務局からの説明をお願いいたします。 

（事務局） 

（説明省略） 

（伏見会長） 

 ありがとうございました。今の説明についてご質問・ご意見等ありましたらお願いいた

します。 

（窪倉委員） 

 まず１つは書面による意見聴取のところで、横浜市の基本的な考え方を踏まえた病床整

備の在り方について意見を求めるとありますが、この基本的な考え方自体についても意見

してよろしいですよね。要するに整備をしっかりやると。それから、計画的・段階的に整

備を進めて準備を確実にすると。方向性が非常に固定的に見えるので、慎重にやるべきだ

という意見も含めて出してよろしいですね。それが１つです。まずそこからよろしいです

か。 

（事務局） 

 窪倉委員、ありがとうございます。そういったご意見も含め、幅広いご意見を頂きたい

と思っております。 

（窪倉委員） 

 この間、公募した数が全部満たない状況が結果的には出ておりますよね。ここの点を少

し慎重に考えていかないといけないのではないかと私自身が思っているものですから。 

 それから２つ目は、提出された資料についての意見というか希望がありますが、よろし

いでしょうか。２つございます。１つは構想区域別の病床稼働率について、細かい資料提

供を頂きました。回復期病床の稼働率がかなり高いということを言いたいのだろうなと思

っていますが、地域医療構想を検討するときから回復期機能を担う病床が少ないという実

態について、幾つかの意見がございました。その中で、急性期の病床の一部が実質的には

回復期機能を担っていることがあるのではないかという指摘があって、これはかなり全国

的にあった意見だったと思います。そうした理由から、急性期の病床機能をもう少し可視

化して、定量的な基準をもって分析すべきだという意見がありました。神奈川県でも例え

ば手術、救急、重症度・看護必要度、この３つの指標をもって急性期の一般型と急性期の
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地域密着型の２つの類型に分けて分析しようということを行ったことがありました。横浜

市でも実質的な回復期機能を担っている地域密着型の病床がどのくらいあるのか、そして

その病床はどのくらいの病床稼働率があるのか、これから患者さんを吸収する余力がある

のかないのか、実態把握をしてもいいのかなと思います。今回は、分析の期間、検討の期

間が非常に長く取られておりますので、そうしたことができるともう少し議論が深まるの

ではないかなと思います。 

 もう一つございます。今回提示された看護補助者に関するアンケート結果についてです

が、残念ながら今回の資料では看護補助者の採用について困難であるという実態が、当事

者の声は分かるのですが、客観的な形としては分からないと思っています。そのことにつ

いて47ページでは、看護補助者の需給資料をこれから整えると。収集中だという記載があ

ります。しかしながら、これについては既に去年の７月に厚労省が、各自治体が最新の第

８期の介護保険事業計画に盛り込んだ今後のサービス提供量、見込み量を基にして、新た

な介護職員の必要性を公表しています。それによれば、2025年では32万人の不足、2040年

では69万人の不足を推計しています。この数は介護ですから、実は看護補助者が入ってい

ないわけです。ですので、相当な不足が既に見込まれているわけです。 

 もう一つの問題は、こういう介護系職員の処遇問題で、今の岸田内閣も介護職員の給料

を上げると言っていますけれども、これは介護保険に従事している人の給料です。それも

微々たるものだと思いますが、ご存じのとおり、病院の看護補助者にはその処遇改善は及

ばないわけですので、やはり病院の中での介護職員の雇用は相当厳しいです。ですので、

回復期・慢性期のベッドを増やすことは人材面でも相当な困難を持っているんだというこ

とがよく分かるように示していただかないと、議論がベッド増ありきになってしまいます

から、そこを大層心配しております。時間がありますので、客観的な資料整備をよろしく

お願いしたいと思います。以上です。 

（伏見会長） 

 ありがとうございました。事務局、何かありますでしょうか。 

（事務局） 

 窪倉委員、ありがとうございました。市と県で協力して、資料については作成したいと

思います。 

（伏見会長） 

 よろしくお願いいたします。ほかにご意見はありますか。 

（小松委員） 

 県医師会の小松です。先ほど病床利用率を全県の中で見せていただきました。回復期と

か慢性期は横浜が周りよりもちょっと高い数字、つまり病床が不足していると考える方も

いるのだとは思いますが、我々の実感からすると回復期とか療養病床は一般病床と違って

100％が目標で各病院が運営しているので、むしろ逆です。90％とかで高いなと思われる

- 37 -



4 

かもしれませんが、病院を運営している側からすると、むしろ患者がいない。これが多分、

我々の現場の肌感覚であることが１つ。 

 もう一つは、いつまでも看護補助者という言葉を使っている時点で介護職員は絶対に病

院に集まらないと思います。病院だろうが介護施設だろうが介護職員という呼び名にして

仕事として独立させてあげなければいけないと思いますが、そういったことも含めてそち

らを補充する政策がないのであれば、私の理屈から言うと、今言ったように病床利用率は

どこも満床で逼迫している状況ではないと。一方で、介護職員はこの数年間、絶望的なぐ

らい足りないし、集めるすべも今のところないと。であるならば、病床を新たに増やすこ

とはできません。やればやるほどお互いの首を絞めて、ますますひどいことになって市民

が困るという考え方もあると思いますので、そこの議論をなしにしてベッドだけ増やし続

けるのはもうそろそろやめたほうがいいのではないかということは言えると思います。以

上です。 

（伏見会長） 

 ありがとうございました。ほかにご意見はありますか。それでは、多くの意見・要望等を

たくさん頂きましたので、それに合わせて作業をぜひ進めていただきたいと思います。事務

局はどうぞよろしくお願いいたします。 
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令和３年度第３回横浜地域地域医療構想調整会議（書面による意見聴取） 委員意見等 

 

１ 横浜市の基本的な考え方を踏まえた病床整備の在り方について 

 ○ 吉澤委員 

・ 必要病床機能については、慢性期・回復期の要素が高いと考えている。病床数の検

討が先行していかずに、マンパワーの確保と共に必要な病床機能の種類・市域のみで

なく県域も踏まえた活用状況やその活用が促進できる方法の検討が必要である。 

・ 地域医療においては、在宅に医療・ケアサービスが届けられる機能が重要であり、

訪問診療（歯科含む）・訪問看護やリハビリ・NST 機能も拡充していく必要がある。

また、病院と在宅との中間的役割で医療ケアにも対応できる看護小規模多機能施設

も重要で設置が促進されていくことを願っている。 

・ 病床機能拡大が円滑に進められるためには人材の確保が重要である。発掘・採用・

定着がすすめられることや今いる人材が安全に健康的に働き続けられること・学び

続けられることも視野に入れた検討と整備が必要と考える。その中核的な機能が担

える看護協会のナースセンター機能の拡充が重要である。ナースセンターと横浜市・

神奈川県が共同で進めていく事業展開が求められる。例えば採用困難職種である看

護補助者は介護福祉士などと異なり資格要件に伴う処遇がない状況があるため、資

格取得につながるような育成の仕組みなど積極的な支援方法の検討等をお願いした

い。 

 ○ 新納委員 

 「横浜市の基本的な考え方」は、概念として理解するものの、具体的な整備水準が示

されていない。 

   地域医療構想上の必要病床数、保健医療計画（医療計画）上の基準病床数は、国が定

めたものであるが、その算定式、引用データから導き出されたものが、地域の実態を正

確に反映したものなのか検証が必要ではないか。 

   神奈川県は、基準病床数の算定式について「地域の実態に即した算定式のあり方を検

討するよう」国に要望しているとのことだが、具体的な提案をしているのかなど、どの

ような要望を行っているのか示すべきである。 

   目指すべき整備水準（病床数）を明確にし、そのために必要な人材確保策や効率的な

医療提供体制等を考えるべきである。 

   新型コロナの影響で、市民の受療行動の変化を見極めるのが難しい状況であるここ

と、また第８次医療計画の策定も控えている中で、病床整備事前協議の実施を一時凍結

してでも、あるべき整備水準を慎重に議論すべきではないか。 

   横浜市は、増床意向等のアンケートを実施するとしている。良い機会なので、増床等

の意向に止まらず、各医療機関が地域の医療をどのように捉えているのか、将来をどの

ように見通しているのか、改めて調査し、それも材料に議論を進めていくことを提案す
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る。 

   また、今回の調整会議では療養病床増と相応の精神科病床の減について問題提起さ

れた。精神科病床については県の権限であり、療養病床については市の権限である。こ

のギャップを県と市が事前に調整しておくべきであった。今後も同様の計画が出され

る可能性があることから、その取扱い及び対応方針について明確にするべきである。 

 ○ 三角委員 

横浜市の分析は妥当なものと考える。当エリアで行っている地域医療検討会でも、回

復期及び慢性期の病床が不足しており、増床の必要があるとの意見の一致を得ている。 

   ただし、コロナの影響で今後の受療行動が不確実なこと、医療従事者の確保が困難な

こと、新たな土地確保や増床の投資を行う資金確保が難しいこと等の理由で、実際に手

を挙げることを躊躇している事業団体がほとんどである。病床不足が今後さらに悪化

し、市民から直接要望が出るような状況が生じると、横浜市外の事業団体の新たな参入

を認可せざるを得ないことになり、これまで築いてきたバランスを崩すことになりか

ねない。行政として、資金援助等を踏まえた長期的視野に立った医療提供計画を考えて

いただきたいと思う。 

○ 寺内委員 

国の医療計画においては５疾病、５事業が言及されており、横浜市の医療計画におい

ても、これらを意識していると思う。しかしながら、この中に含まれない「透析」に関

わる医療体制が、コロナ禍では横浜市のみで維持することが極めて困難で、近隣する市

に依存する状況に陥っている。コロナ禍という特殊な状況といえばそれまでだが、今後

も同様の事態が生じたときに、横浜市は十分な対策を講じていなかったということがな

いようにした方がいいと思う。 

 ○ 鈴木委員 

  ・ 今回のコロナ過は、年齢の制限なしに高度医療が必要である事を示した。 

・ ポストコロナでも、低い自己負担金制度とフリーアクセス権を持ち、逆に適切なト

リアージ体制をもたない日本では、この状況は続くと考える。 

・ 地域の基幹である高度急性期病院では多くの合併症や認知症等、様々なケアの必要

な高齢者への対応が必須である。非常に手間がかかるため手厚い看護体制が必要で

ある。このため急性期病棟を高度急性期に転換する事が有用と認識している。（診療

報酬改定もこの方向に向いている）市が考える「高度急性期病床は充足」には疑問が

ある。 

・ 現在、急性期病床が回復期や療養病床化している現実がある。これは地域の基幹病

院である高度急性期病院で治療をした高齢者が、気管切開や胃ろう、酸素投与等、未

だ医療が必要な状態で下り搬送をしている影響と考える。急性期を増やさないので

あるなら、回復期や療養病床だけでなく介護施設や在宅での医療提供体制を強化す

る必要がある。 
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・ 診療所、病院に次ぐ第３勢力となった在宅や医療者派遣グループの意見が必要。 

・ 横浜は医師数や医療者数は多く病床数は少ない。これを上手く利用し適切な医療供

給体制を構築することが、今後増える高齢者対応に有効と考える。 

・ 今後の横浜市の医療は、回復期・慢性期の病床数増だけで解決できる問題ではない

事は参加者全員が認識している。病床転換、機能変更、役割分担を目指し、有意義な

会議になる事を望む。 

 ○ 小松委員 

   今回の調整会議で示された横浜区域、県内全域の回復期病床、慢性期病床の病床利用

率から言える事は「病床が不足している」のではなく、「病床が空いている」である。

多くの回復期病床や慢性期病床の病床利用率は 95～100％である。まず市内の回復期病

床、慢性期病床を有する医療機関に「①患者がいないから病床が空いている」のか、「②

医療従事者が確保できないから病床を稼働できない」のか、「③常に満床であり病床を

増やしたい」のかのアンケートを行うべきである。 

 ①、②が多い場合に増床した場合、県医師会が従来から主張している患者、医療従事

者の確保競争に拍車がかかり共倒れになる。 

 ○ 窪倉委員 

  ・ 配分病床の整備状況について 

第２回調整会議を補完する書面会議にて、過年度配分病床の整備に時間がかかっ

ており、配分病床に占める返還病床の割合が少なくないことから、平成 30 年度と令

和２年度に配分した合計 1,279 床の規模が横浜市内の医療提供体制にとって大きな

課題であった可能性について指摘した。令和３年度についても、病床配分枠は 464 床

であったが、３回目会議で報告された配分病床案は 154 床であった。これらは、市内

医療機関の潜在的増床能力の先細りや大規模な増床に伴う今後の困難を予感させる

結果と言える。既存病床に勘定されながらいまだ未稼働な病床の今後の整備状況や

その進捗による医療現場の状況を見極めながら慎重に整備を進めることが望ましい

と考える。 

  ・ 病院における看護補助者の確保困難な状況について 

 第３回調整会議に提示された資料には、看護補助者の採用の可能性／困難性を示

す内容が残念ながら盛り込まれていなかった。この点について参考となるのは厚生

労働省が発表した 2021 年７月の資料で、自治体が最新の介護保険事業計画（第８期）

に盛り込んだ今後のサービス提供の見込み量を基に、新たな介護職員の必要数を公

表している。それによれば、全国規模で［2025 年度］約 243 万人 ＋約 32 万人（5.3

万人／年）［2040 年度］約 280 万人 ＋約 69 万人（3.3 万人／年）の必要量と推計し

ている。この数字には看護補助者の必要数は算入されていない。今一つの問題は、看

護補助者には介護分野の処遇改善加算が及ばず、介護職員間格差のために、病院での

看護補助者の確保は一層厳しくなっていることである。回復期・慢性期の病床にはと
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りわけ看護補助者／介護者の配置が必要なので、病床整備の大きなハードルになる

ことは間違いない。神奈川県や横浜市でもデータを把握し、実情を出して議論しては

どうか。 

 

２ 病床整備事前協議を実施する場合の公募要件について 

 ○ 水野委員 

「地域医療にいかに貢献できるか」を具体的に明示させる。 

 ○ 吉澤委員 

   必要とされる病床の機能は必要と考える。また、①既存の医療機関の病床増床優先②

回復期慢性期機能を担うもの③新興感染症等感染拡大時に陽性患者受け入れ機関にな

る前提でゾーニング等の観点から活用しやすく整備する場合等を条件とする考え方で

公募され、さらに地域ごとでの意見交換を活発にされる中でその地域に求められる病

床機能として認められて地域医療構想調整会議に手上げされ、マンパワーも整えられ

ていけば良いと考える。 

 ○ 新納委員 

   公募要件については今まで通りで良いと思う。しかしながら、横浜市保健医療協議会

で議論があったように、病床増減については地域の医療連携が必要で、これは今後の連

携ではなく、今までに連携がなされていたかが重要である。特に医師会、病院協会に入

会していないものが地域連携していたとは思えない。医師会のような任意団体の入会

が、公募要件に絡むのはよくないとの意見があったが、国はすべてにつけ、地域の医師

会と相談する事としている。医師会は任意団体ではあるが、ある意味では日本の医療を

支える重要な公的団体に匹敵する。医療に於いては、それぞれのいわゆる任意団体の入

会も公募要件に含まれてもいいのではないか。 

 ○ 鈴木委員 

  ・ 急性期から病床数を減らし、HCU・CCU/SCU・ICU 等への病床機能転換は認める。 

・ 新規増床の場合は、救急対応を必須にすべきと考える（回復期でも）。 

・ 申請から稼働開始は、新築は５年以内、改装・改築は３年以内 

・ 精神科病床からの変更は、同等の病床減を実施するとともに、身体合併症を持つ症

例の受け入れを推奨 

○ 小松委員 

   仮に病床公募を行う場合は土地確保、人材確保の現実的なプランがあるか、病床配分

後遅くとも（例えば）２年で病床が稼働するかなどは考慮すべきである。 
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令和３年度第３回地域医療構想調整会議結果概要について

横浜 川崎 相模原 三浦半島 湘南東部 湘南西部 県央 県西

R4.2.7（月）19時～
開催方法：

ハイブリッド形式
書面 書面 書面 書面 書面 書面 書面

1
地域医療構想をめぐる国の検討状況
等について

2
【横浜、三浦半島】
令和３年度病床整備事前協議に
ついて【非公開】

事務局案を了承 事務局案を了承

事務局案を了承

事務局案を了承

事務局案を了承

4
【横浜】
「2025年に向けた対応方針」の
更新について ○特に意見なし

5

【県央】
・県央地区における居住施設等
の介護サービス（医療対応）等
調査の変更（案）について
・高齢者施設調査について

【主な意見】
○現在、新型コロナ感染症の施設でのクラスター発生の対応に関して医師会として検討をしているが、この施設調査で、協力医など施設の状況が分かり参考になる。
〇データをもとに海老名市、海老名市内の高齢者施設、救急告示の３病院で話し合いを持つことができた。継続的に話し合いを続け信頼関係を醸成した上で協力できるところを模索したいと考える。

共通議題（報告のみ）

【主な意見】
〇新興感染症等対応に関する検討については、検査・ワクチン接種等の対応と医療提供体制等の検討が整合性をもって行われるようにお願いしたい。（川崎）
〇医師の働き方改革は、時間外の救急医療に多大な影響があるため、事前に各医療機関へのアンケート調査や救急医療体制についての検討等が必要である。（川崎）
〇今後はＩＣＴを活用した医療・介護の連携強化のための環境整備や、在宅療養支援体制の充実を図る促進策などさらなる国・県による支援の検討が必要である。（相模原）
〇病床数の必要量の算定にあたっては、新型コロナウイルス感染症における地域医療の対応状況の検証を行い、新興感染症等の影響や今後の高齢化の進展を見据えた推計方法とするとともに、必要な病
床機能について地域の実情を踏まえて選択できるような工夫が必要である。（相模原）
〇今後も地域医療構想を三浦半島で成功させるために、三浦半島地区の特性も考慮し、現場の意見にも配慮していく必要があると考える。地域医療構想と地域福祉や介護障害分野との連携も必要である
（三浦半島）
〇推進会議は、圏域における保健、医療、福祉に係る重要事項を協議することを目的とする会だが、病床転換の協議や外来医療機能に関する協議など推進会議に全てを委ねることなく、県が明確な方針
を示し、地域でのWG等を十分活用できる体制を整えていただきたい。（県央）
〇第８次医療計画に盛り込まれる「新興感染症対応」に示されている「感染拡大時に活用しやすい病床や転用しやすいスペースの整備」はどのような病床を指しているのかが不明。地域医療構想の基本
的な枠組みは維持しつつとするならば、新興感染症対応のどの役割の病床を、どの区分の病床に当てるのかをある程度明確にした方がいいように思う。その辺りのデータも示していただけるとありがた
い。（県央）

地域の個別議題

3
【横浜】
令和４年度病床整備事前協議の
実施に向けた検討について 【主な意見】

○急性期病床の実態把握により議論がより深まるのではないか。病床を増やすことは人材の確保を伴うため、そういった視点も含めた客観的な資料整備をお願いしたい。

資料５
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